
財務ハイライト

　 資産

　資産は387,556百万円となり、前連結会計年度末

に比べ、10,554百万円増加いたしました。これは、主

に有価証券や棚卸資産の増加によるものであります。

　

　 負債

　負債は146,121百万円となり、前連結会計年度末

に比べ、1,246百万円増加いたしました。これは、主に

製品保証引当金の増加によるものであります。

　 純資産

　純資産は241,435百万円となり、前連結会計年度

末に比べ、9,308百万円増加いたしました。これは、主

に利益剰余金の増加によるものであります。

経営成績に関する分析 財政状態に関する分析

　当連結会計年度における世界経済は、米国では景気の

着実な回復が続き、欧州でも底堅さを維持しました。中

国では経済成長の勢いが鈍化することとなりましたが、

ASEANでは安定した景気拡大が続きました。日本では相

次いでいる自然災害の影響はあるものの緩やかに回復し

ました。世界経済全体では、緩やかな成長となりました。

　自動車業界におきましては、自動車ローンの金利上昇

などの影響を受けた米国、政治経済情勢が不安定な欧

州、経済成長が鈍化した中国では販売台数が前年を下回

りました。ASEANでは景気回復を背景に販売台数は増加

しました。

　日本では新型車効果により、販売台数が前年を上回り

ました。世界全体では、前年の販売台数を下回りました。

　このような環境下におきまして、当社グループでは、引

き続き「グループを挙げた品質の確保」「人材の育成・確

保と労働の質向上」「グローバルでのモノづくり・供給体

制の着実な強化」「次世代製品の開発」「収益基盤の強化」

に取り組んでまいりました。

　品質では、使用環境を考慮した設計・評価、グローバルで

のモノづくり品質向上活動の展開・共有など全社をあげて

品質確保に取り組んでまいりました。

　新製品開発では、人とくるまのテクノロジー展2018名

古屋に参加し、「将来コックピットモック」を展示しました。ま

た、新しい取り組みとして、ヒューマン・インタフェース領域

からは、高度化するくるまと人の更なるインタラクションを

テーマに「手放し検知機能付きステアリングホイール（豊田

合成株式会社と協業開発中）」を、セキュリティ領域からは、

クラウド社会に対応した更なる安心・安全なキーシステム

として「クラウドキー配信システム」を、セイフティ領域から

は、自動運転時代を見据えた先進安全システムをテーマに

「電動シートベルト」等を紹介いたしました。

　また、画像認識技術の強化を目的に、デジタル画像処

理技術を有するベンチャー企業であるカムイ・イノベー

　当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現

金同等物（以下「資金」という。）は、55,727百万円となり

前連結会計年度末より2,143百万円減少いたしました。

　 営業活動によるキャッシュ・フロー

　営業活動の結果獲得した資金は前連結会計年度に

比べ、17,093百万円増加し、37,919百万円となりま

した。これは主にその他が9,199百万円増加した結果

であります。

　 投資活動によるキャッシュ・フロー

　投資活動の結果使用した資金は前連結会計年度に

比べ、12,164百万円増加し、31,933百万円となりま

した。これは主に投資有価証券の取得による支出が

5,174百万円増加した結果であります。

　 財務活動によるキャッシュ・フロー

　財務活動の結果使用した資金は前連結会計年度に

比べ、11,572百万円増加し、8,033百万円となりまし

た。これは主に前連結会計年度に社債の発行による収

入が10,000百万円あったことによります。

ション株式会社へ出資しました。同社とはすでに技術協力

関係にあり、今回の出資により、両社の関係をさらに強化

し、画像技術を向上させることで、より快適で安心・安全

な製品のさらなる開発を加速させていきます。

　新たに量産化された製品では、トヨタ自動車株式会社

のレクサスESに量産車として世界で初めて「デジタルア

ウターミラー」が搭載され、当社はこの新製品の「バイ

ザー部」「電動格納」および「カメラヒーター」を開発し、同

社から「技術開発賞」を受賞しております。

　このほか、更なるビジネスの拡大を目指し、新たに栃木

県宇都宮市に北関東営業所を開設しました。お客様への

利便性を考慮し、更なる営業活動の充実を図っておりま

す。また、市場拡大が見込まれる中国において、生産拠点

から独立した営業技術機能として中国江蘇省無錫市に新

会社を設立しました。従来以上に顧客のニーズに迅速か

つ積極的に対応できる体制を構築し、中国での事業基盤

の更なる強化を目指します。

　このような活動を通じて、強い収益基盤の確立を図っ

てまいりました。

　なお、当社は昨年８月に会社創立70周年を迎え、当社

の事業所が所在する愛知県内の自治体２市１町へ寄贈を

行いました。これもひとえに株主の皆様をはじめ、関係各

位のご支援、ご協力の賜物と心から感謝申し上げます。

　当連結会計年度の業績につきましては、連結売上高は

507,645百万円と、前連結会計年度に比べ25,700百万

円(5.3%)の増収となりました。利益につきましては、連

結営業利益は29,618百万円と、前連結会計年度に比べ

1,253百万円(△4.1%)の減益となりました。連結経常

利益は30,110百万円と、前連結会計年度に比べ2,168

百万円(△6.7%)の減益となりました。親会社株主に帰属

する当期純利益は18,090百万円と、前連結会計年度に

比べ3,924百万円(△17.8%)の減益となりました。

資産、負債及び純資産の状況当連結会計年度の業績 キャッシュ・フローの状況
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